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ご
自
分
の
退
職
金
を
試
算
し
、
退
職
後
の
生
活
設
計

を
！
退
職
金
は
、
ぜ
ひ
長
期
共
済
の
随
時
払
で
運
用
し
、

老
後
の
生
活
に
備
え
ま
し
ょ
う
！ 

い
た
だ
け
ま
す
。 

▼
以
降
、
事
務
組
合
の
場
合
で
、
ご
説
明
し

ま
す
。【
図
表
２
】
①
で
、「
臨
時
的
任
用
職

員
」
と
あ
り
ま
す
。
こ
れ
は
、
正
規
職
員
の

産
休
や
育
休
、
病
気
療
養
な
ど
に
よ
る
欠
員

の
代
替
や
、
一
時
的
な
業
務
の
増
加
に
対
応

す
る
た
め
、
一
定
期
間
フ
ル
タ
イ
ム
で
雇
用

さ
れ
る
方
の
こ
と
で
す
。 

「
算
定
方
法
」
は
、
基
本
額
＋
調
整
額
と
な

っ
て
い
ま
す
。「
調
整
額
」
は
、
05
年
の
改

正
で
加
わ
っ
た
も
の
で
す
が
、
退
職
時
点
で

職
位
の
高
い
人
ほ
ど
高
く
な
る
よ
う
に
設

計
さ
れ
ま
し
た
。
本
来
、
退
職
手
当
は
、
退

▼
今
回
も
、
全
国
町
村
評
議
会
作
成
の
「
組

合
員
ノ
ー
ト
」
を
基
に
し
た
内
容
で
す
。 

▼
今
回
は
、「
退
職
手
当
」
に
つ
い
て
で
す
。

ま
ず
、
退
職
手
当
支
給
事
務
に
つ
い
て
で
す

が
、（
会
津
管
内
で
は
）
会
津
若
松
市
、
喜
多

方
市
以
外
の
町
村
は
、
福
島
県
自
治
会
館
内

の
福
島
県
市
町
村
総
合
事
務
組
合
（
以
下
、

「
事
務
組
合
」
）
に
事
務
委
任
し
て
い
ま

す
。【
図
表
１
】
の
Ｑ
Ｒ
コ
ー
ド
を
読
み
込
む

と
、
事
務
組
合
の
構
成
市
町
村
毎
の
、
委
任

事
務
（
共
同
処
理
事
務
）
の
一
覧
を
ご
確
認

 

紙面学習 

当面の日程 

■８月 18 日（火） 

13:00～単代会議 

15:00～ジェンダー平等集

会（何れも福島 GP） 
 

■8 月 26 日（水）27 日

（木）自治労第 100 回定期

大会（大宮ソニックシティ） 
 

■８月 29 日（土） 

14:30～自治研専門部会全

体会（福島 GP） 

 

シ
リ
ー
ズ 

52 

『 

退
職
手
当 

』 

【図表２】の① 事務組合 HP より 

項目 説 明 

対象者・

支給要件 

■常勤職員・任期付職員 

採用後 6 月以上勤務していること。 

■会計年度任用職員 

①職員みなし日数以上勤務した月が 6

月を超える。 

 「職員みなし日数」⇒1 月の勤務日

数が、18 日等 

②任用形態が常勤職員と同じ（勤務時

間 7 時間 45 分等） 

■臨時的任用職員 

①常勤職員と同様の勤務体系 

②会計年度任用職員と同様の要件 

算定方法 

■退職手当基本額＋調整額 

①退職手当基本額 

退職時給料月額×支給率 

支給率は、勤続期間及び退職事由に

よって異なる。 

②調整額 

 給料表の級号給に対応する区分に該

当する額（高い額の区分から 60 月

分）を加算 

①②とも下の QR コード参照 

   

 

【図表１】事務組合の構成市町村と委任

事務（共同処理事務） 
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職
後
の
生
活
保
障
を
目
的
に
支
給
さ
れ

る
べ
き
も
の
で
す
が
、
こ
の
「
調
整
額
」

に
よ
り
、
在
職
中
の
能
力
・
成
果
主
義
を

重
視
し
た
も
の
と
な
っ
た
訳
で
す
。
以

後
の
退
職
手
当
の
引
下
げ
に
お
い
て

は
、
全
退
職
者
に
同
じ
よ
う
に
適
用
さ

れ
る
「
基
本
額
」
が
下
げ
ら
れ
、
成
果
主

義
的
部
分
で
あ
る
「
調
整
額
」
は
維
持
さ

れ
て
い
ま
す
。 

▼
で
は
、【
図
表
３
】
で
実
際
に
退
職
手

当
を
計
算
し
て
み
ま
し
ょ
う
。
「
支
給

率
」
や
「
調
整
額
」
は
、
前
ペ
ー
ジ
の
Ｑ

Ｒ
コ
ー
ド
を
ス
マ
ホ
で
読
み
込
ん
で
、

そ
の
画
面
を
見
な
が
ら
確
認
し
て
く
だ

さ
い
。
⑤
の
「
支
給
率
」
は
、
Ｑ
Ｒ
コ
ー

ド
で
読
み
込
ん
だ
「
支
給
率
表
」
中
、
定

年
退
職
の
列
で
勤
続
38
年
の
行
を
確

認
し
ま
す
。
な
お
、
給
料
月
額
は
、
60

歳
の
誕
生
日
後
の
最
初
の
４
月
１
日
か

ら
７
割
水
準
に
減
額
さ
れ
ま
す
が
、「
ピ

ー
ク
時
特
例
」
が
適
用
さ
れ
、
給
料
月
額

が
減
る
前
と
減
っ
た
後
の
期
間
を
別
々

に
計
算
す
る
こ
と
で
、
退
職
手
当
が
減

ら
な
い
仕
組
み
に
な
っ
て
い
ま
す
。 

⑥
の
「
調
整
額
」
は
、
退
職
時
か
ら
60

ヶ
月
（
５
年
）
遡
っ
て
、
何
級
に
、
何
ヶ

月
在
級
し
た
か
に
よ
っ
て
計
算
す
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。
Ｑ
Ｒ
コ
ー
ド
で
読
み

込
ん
だ
「
調
整
額
表
」
で
確
認
し
て
く
だ

さ
い
。 

▼
最
後
に
【
図
表
４
】
の
退
職
所
得
控
除

で
す
。
退
職
手
当
は
、
長
年
の
功
労
に
報

い
る
も
の
と
い
う
位
置
づ
け
に
あ
り
、

他
の
所
得
よ
り
、
税
的
に
優
遇
さ
れ
て

い
ま
す
。
そ
の
一
つ
が
退
職
所
得
控
除

で
す
。
計
算
例
で
記
載
し
た
よ
う
に
、
控

除
額
が
と
て
も
大
き
く
な
っ
て
い
ま

す
。
さ
ら
に
、
控
除
後
の
金
額
が
２
分
の

１
に
さ
れ
、「
退
職
所
得
額
」
が
算
出
さ

れ
ま
す
。
こ
れ
に
所
得
税
（
累
進
税
率
）、

復
興
特
別
所
得
税
（
２
・
１
％
）
が
か
か

る
こ
と
に
な
り
ま
す
。 

○
さ
て
、
今
回
は
退
職
手
当
が
テ
ー
マ

で
し
た
。
数
年
前
に
退
職
し
た
立
場 

で
、
皆
さ
ま
へ
ア
ド
バ
イ
ス
を
。 

退
職
し
て
（
暫
定
）
再
雇
用
に
な
る
と
、

賃
金
が
ガ
ク
ン
と
下
が
り
ま
す
。
で
も
、

住
民
税
は
前
年
の
（
高
い
）
所
得
に
対
し

て
課
税
さ
れ
る
の
で
、
安
い
賃
金
か
ら

高
い
住
民
税
が
引
か
れ
る
こ
と
に
な
り

ま
す
。
こ
れ
は 

精
神
的
に
大
き 

な
ダ
メ
ー
ジ
と 

な
り
ま
す
（
笑
）。 

 
 
 
 

（
坂
内
） 

 

 

会津総支部ホームペ

ージのトップページ

です。 

 
 

 

 

 

総支部機関紙のバッ

クナンバーは、こち

らから。 

 
 

 

 

 

 

総支部 HP 機関紙 編
集
後
記 

 
 

 
 

 

 

【図表２】の② 事務組合 HP より 

項目 説 明 

除算 

■在職期間から除かれる期間 

①休職、停職、育児休業（子が１歳

以上）⇒期間の 1/2 

②育児休業（子が１歳未満）⇒期間

の 1/3 

加算 

■加算される退職事由 

①勧奨退職 

 50 歳以上 60 歳未満が勧奨により

退職する場合⇒１年につき２％加

算 

 

【図表３】退職手当の計算例 

項目 説 明 

前提条件 

①定年退職 

②退職時の給料月額 408,800 円 

③勤続年数 38 年 

④4 級在級 60 ヶ月（5 年）以上 

基本額 
⑤ ②×支給率 47.709 

 = 19,503,439 円 

調整額 

⑥ 4 級（7 号区分）の調整額 

 27,100 円×60 ヶ月 

 = 1,626,000 円 

退職手当額 ⑤＋⑥= 21,129,439 円 

 

【図表４】退職所得控除 

勤続年数 退職所得控除額 

20 年以下 40 万円×勤続年数 

20 年超 
800 万円＋70 万円×（勤続年数-20

年） 

※勤続 38 年の場合は…。 

800 万円＋70 万円×（38 年-20 年） 

=退職所得控除額 20,600,000 円 

退職金 21,129,439 円－控除額 20,600,000 円 

=退職所得額 529,439 円×1/2= 264,719 円 

×所得税率＆復興特別所得税率で計算 

 


